「富山県職員等退職手当支給条例等一部改正案」に対する反対討論
２０１３年２月１８日　日本共産党・火爪弘子

　議案第４号・富山県職員等退職手当支給条例等一部改正案についての、日本共産党の反対討論を行います。

　そもそも、今回の提案は、民主党・野田内閣が消費税増税法案を昨年８月に強行するための条件整備として、国家公務員の退職金カットを８月に閣議決定したことから始まりました。そして、それは１１月１６日衆議院解散の当日、解散のどさくさにまぎれて、まともな審議もせず、自民、公明、民主などの賛成で強行可決され、それがそのまま地方自治体にも押し付けられたという問題です。

しかも、４月１日付けで年度ごとに３段階で削減するのではなく、９か月ごとに２年間で３段階の削減を押し付けるなど、訳のわからない削減方法が、現場の混乱を招いてきました。改めて、国のこうしたやり方に強く抗議するものです。
　県も国のこうした要請に、簡単に従うべきではありません。
第一にそれは、県職員と教職員の退職後の生活設計を狂わせ、誇りを傷つけ、公務員としてのモチベーションを低下させるからです。
今年退職する先生が「３５年間働いてきてこの仕打ちか」と言われました。「平成６年のインターハイ、２０００年国体、今年の高総文祭、北信越インターハイの頑張りを何だと思っているのか」「我々は霞を食って生きている訳ではない」「やる気のある教員が県の宝だったはずだ。それを行政がだめにするのはおかしいんじゃないか」と。また、今年５０才という先生は「定年まで１０年」「これまで５５歳昇給停止、相次ぐ給与の削減、地域手当の凍結、３％カット３年間、いつになったら安定した生活に戻れるのか」「先生のなり手はますます減るのではないか」と言われました。この声に知事は、どう答えられるでしょうか。
そもそも、公務員の退職手当は、長期勤続報償であり、退職後の生活保障であり、賃金の後払いとの性格を合わせ持つものです。住宅ローンの当てにしている職員も少なくありません。それは、若い公務員の働きがいでもあり、４００万円もの削減は職場の士気低下にもつながります。
反対理由の第二は、民間給与や退職金にも影響し、「デフレ不況」脱却の足かせになるからです。公務員賃金や退職金を減らせば、民間賃金も退職金も上がりません。

第三には、提案の理屈や進め方が不当だからです。そもそも、退職金手当法にも、退職金支給条例にも官民比較というルールはまったくありません。五年前の調査の時、民間が高くても、公務の是正などはまったく問題になりませんでした。
この間、リーマンショックなどで民間の退職金が減ったのも事実です。しかし一方で、この間公務員の天下りが禁止され、退職金の高い高級官僚・公務員がいつまでも在職するようになって公務員側の退職金平均額を引き上げたとも指摘されています。一般県職員・教職員に罪はありません。
しかも、県は今年に入ってから突然今年度内実施を提案し、「国が決めたから」「官民比較だから」という説明の一点張りだったと聞きました。３つのうち２つの労働組合との合意もないままの提案です。強行すれば、今後に大きな禍根を残すでしょう。

また、「せめて４月以降の実施に」との現場の声を押し切って国に進んで従うことは、４月１日実施で足並みをそろえた県内市町村からも、「地方分権」の時代の範が問われると思います。最後に改めて、実施の中止・延期を求め、本条例改正案に対する反対討論といたします。
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